
 

 

 

 

 

 

 

 

 

留保財産の利活用に関するサウンディング型市場調査 

実施要領 

（岡山市北区厚生町三丁目５５番） 
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１．調査の目的 

財務省中国財務局岡山財務事務所では、岡山市内に所在する一定規模以上の未利用国

有財産について、留保財産（※）として所有権を留保したうえで、定期借地権を利用し

た貸付により有効活用を図ることとしました。 

この留保財産の最適な有効活用を図っていくためには、地域の状況やニーズなどを踏

まえつつ、公益法人等を含む民間事業者のご意見をお聞きし、そのアイデアやノウハウ

を最大限に活かして事業化に結び付けていく検討が必要となります。 

このため、この度、下記２の留保財産について、定期借地権を利用した貸付を前提と

した実効性のある利用方針の策定に向け、取組内容や事業方式などについて、令和４年

１月に続き、２回目のサウンディング調査（以下、「本調査」という。）を実施するこ

ととします。 

※ 留保財産とは、有用性が高く希少な国有地を売却せずに国が地域のニーズに対応

した用途で、定期借地権による貸付を行うことで、有効活用・最適利用を図ること

とした財産です。 

（注）一定規模未満であっても個別的要因で留保対象とするものや、一定規模以上であ

っても個別的要因で留保対象としない場合があります。 

 

２．調査対象留保財産の概要 

所在地 岡山市北区厚生町三丁目５５番 

（別添「位置図・案内図等」のとおり） 

土地数量 １，４５１．２６㎡ 

※1 地積測量図及び地下埋設物の図面（建物基礎杭の

一部残存等）は、別添のとおり。 

※2 土壌汚染については、過去から周辺地域に土壌汚

染物質を扱うような施設はないこと等から、蓋然

性はない。 

立地適正化計画 

（令和３年３月１５日公表） 

都市機能誘導区域（都心）（医療・福祉・商業といっ

た生活サービス施設等の立地を誘導する区域） 

用途地域 商業地域 近隣商業地域 

建蔽率/容積率 ８０/５００ ８０/２００ 

防火地域等 防火地域 

その他制限 駐車場附置義務条例、自転車駐車場附置義務条例 

防災情報 液状化の危険度が高い地域 

接道状況 

東側 

 西側 

 南側 

 

幅員 約２５ｍ（市道） 

幅員 約６ｍ（市道） 

幅員 約４ｍ（市道） 



供給施設の状況 

電気            接面道路配線 有 

公共上水道         接面道路配管 有、敷地内引込 有 

公共下水道         接面道路配管 有、敷地内引込 有 

都市ガス          接面道路配管 有 

交通機関 厚生町商工会議所前バス停より０．２㎞（徒歩3分） 

JR岡山駅より１．５㎞（徒歩19分） 

公共機関 岡山市役所、鹿田小学校、桑田中学校 

 

３．スケジュール 

内     容 日    程 

実 施 要 領 の 公 表 令和４年５月９日（月） 

参 加 申 込 期 間 令和４年５月１０日（火）～５月２０日（金） 

調査（対話）の実施 令和４年５月２３日（月）～６月３日（金） 

実施結果の概要の公表 
令和４年９月頃 

（令和４年１月の調査結果と併せて公表） 

 

４.調査（対話）概要 

⑴ 調査の名称 

  留保財産の利活用に関するサウンディング型市場調査 

 ⑵ 調査対象者 

   対象財産の利活用による事業の実施主体となる意向を有する事業者又は事業者のグ

ループ。但し、次のいずれの条件も満たす者を、対話の対象者とします。 

   なお、令和４年１月の調査の対象者であっても追加意見等がある場合には、次のいず

れの条件も満たす場合には、対話の対象者とします。 

  ① 予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 70 条の規定に該当しない者で

あること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要

な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

  ② 予算決算及び会計令第 71条の規定に該当しない者であること。 

  ③ 各省各庁から指名停止等を受けていない者（分任支出負担行為担当官が特に認め

る者を含む。）であること。 

  ④ 会社更生法（平成 14年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立て（同法附則

第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件にかかる同法による

改正前の会社更生法（昭和 27年法律第 172 号）に基づく更生手続開始の申立てを含

む。）をしていない者又は民事再生法（平成 11年法律第 225 号）に基づき再生手続開



始の申立てをしていない者であること。なお、会社更生法に基づき更生手続開始の申

立てをした者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てをした者にあっては、

手続開始の決定がなされた後において当局の競争参加資格の再認定を受けている者

（再認定後の競争参加資格による。）であること。 

  ⑤ 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条第 

   2 号に規定する暴力団に該当しない者であること。 

 ⑶ 調査項目 

   定期借地権を利用した貸付を前提とし、以下の調査項目について、ご意見をお聞かせ

ください。その他、事業性の確保に当たり必要な取組みなど、今後の検討において参考

となる事項についても、幅広くご意見をお聞かせください。 

 

【調査項目】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 事業のアイデアに関する事項 

 ・ 当該国有地が所在する地域の特性や動向及び課題 

 ・ 求められる建築物の用途、機能及び施設配置等 

・ 当該事業に期待される効果（資産価値の向上、地域の活性化等） 

・ 保育・介護施設の導入可能性 

 

● 事業を実施する上での諸条件に関する事項 

 ・ 整備可能な建築物のボリューム 

 ・ 同種の開発規模、内容等に照らし、開発に要する標準的なスケジュール 

 ・ 活用が想定される特例制度の内容と効果 

 ・ 必要とされる行政上の許認可等の手続き 

・ 定期借地権の期間 

 

● その他の事項 

 ・ 事業実施に当たって行政に期待する支援や配慮してほしい事項 

 ・ その他の意見 

 

※ マンション分譲等、不特定又は多数の者に対して定期借地権を分割して譲渡・転 

 貸を行うことは原則認めないこととしております。（借地上の建物を第三者に賃貸 

 することを妨げるものではありません。） 

※ 定期借地権による貸付の期間設定の目安は以下のとおりです。 

 公共的な用途を含む利活用の場合：５０年以上 

 上記以外：１０～３０年 



 ⑷ 方法 

   アイデア及びノウハウの保護のため、調査は個別に実施します。 

 ⑸ 開催日時 

   令和４年５月２３日（月）～６月３日（金）のうち、１時間程度 

    ※日時・場所は、申し込み後に調整しご連絡します。 

 ⑹ 申込方法 

   調査への参加を希望される場合は、別紙１の「エントリーシート」に必要事項をご記

入の上、持参、郵送、FAX 又は電子メールのうち何れかの方法により下記までお申込み

ください。 

 ① 申込期間：令和４年５月１０日（火）～５月２０日（金）17時 00 分まで 

  ② 提出先：「7.問い合わせ先」のとおり 

 

５．留意事項 

 ⑴ 調査シートについて 

   調査（対話）日までに別紙２の「調査シート」を、持参、郵送、FAX 又は電子メール

のうち何れかの方法によりご提出ください。 

なお、説明にあたっての補足資料を別途提出することができます。その場合は、資料

を、調査日当日までに電子メール等により提出いただくか、調査日当日に当局が指定す

る部数をご持参願います。 

（注）補足資料の提出は、必須ではありません。 

 ⑵ 調査に参加した事業者の取扱い 

   調査への参加実績は、事業者公募等における評価の対象とはなりません。 

 ⑶ 費用負担 

  本調査への参加に要する費用は、参加事業者の負担とします。 

⑷ 追加調査への協力 

   調査終了後も、必要に応じて追加の調査（文書照会を含む）やアンケート等を実施さ

せていただくことがありますので、その際はご協力をお願いします。 

 ⑸ 調査結果の公表 

   調査結果について、原則、概要の公表を予定しております。なお、参加事業者の名称

は公表しません。また、参加事業者のノウハウに考慮し、公表に当たっては、事前に参

加事業者へ内容確認を行います。 

 ⑹ 貸付料（予定価格）について 

   貸付料予定価格は、不動産鑑定士による年額貸付料の評価額により決定します。 

   （注）土地の評価については、利用用途にかかわらず、当該敷地の最有効使用に基づ

く更地価格を求めます。 

 



 ⑺ 敷地分割について 

   定期借地権による貸付は、敷地全体での貸付を予定しています。 

なお、本調査結果等から必要がある場合は、分割の可否について検討することもあり

ます。 

⑻ その他 

   実施時の新型コロナウィルス感染症の発生状況にもよりますが、調査票を受け取っ

た後、電話による確認等、面談によらない手段に代えさせていただく場合がありま

す。 

 

６．別紙・参考資料 

⑴ 別紙１ エントリーシート 

⑵ 別紙２ 調査票 

⑶ 財産の位置図、案内図、現地写真 等 

⑷ 地積測量図 

 

７．問合わせ先等 

エントリーシート・調査票の提出、お問い合わせは以下までお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

〒７００－８５５５ 

岡山市北区桑田町１番３６号  

財務省中国財務局岡山財務事務所 管財課  （担当 竹田 ） 

電 話 ０８６－２２３－１１３１（内線 ４４７ ） 

F A X ０８６－２３１－３１５２ 

メール okayama.kannzai@tg.lfb-mof.go.jp 


